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１　労働組合の組織状況

我が国の労働組合について、厚生労働省の労働組合

基礎調査報告によると、平成17年６月30日現在、全国

の労働組合数は６万1,178組合（単位組合）、労働組合

員数は1,013万８千人であり、前年に比べて、組合数

が1,627組合（2.6％）の減少、組合員数は17万１千人

（1.7％）の減少となっている。

また、推定組織率（雇用者数に占める労働組合員数

の割合）は18.7％となり、前年の19.2％に比べ0.5ポイ

ント低下し、戦後最低を更新する結果となった。

大阪府総合労働事務所が、平成17年６月30日現在で

実施した「労働組合基礎調査」によると、府内の労働

組合数は5,167組合で、前年（5,228組合）に比べて61

組合（1.2％）減少した。また、組合員数は80万1,505

人で、前年（81万9,068人）に比べ１万7,563人（2.1％）

減少した（図表Ⅲ－４－１）。

また、府内の推定組織率は19.4％となり、前年の

19.9％に比べ0.5ポイント低下した。（図表Ⅲ－４－２）。

産業別の状況を見ると、労働組合員数は、製造業が

21万5,331人と最も多く全体の26.9％を占めている。次

いで、卸売・小売業の10万4,187人（全体の13.0％）、

運輸業の９万5,493人（同11.9％）、公務の６万4,299人

（同8.0％）の順となっている（図表Ⅲ－４－３）。
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平成17年、労働組合員数は減少し、推定組織率は過去最低の19.4％となった。

春季賃上げ・夏季一時金・年末一時金ともプラスとなった。

労働相談件数は、前年度比約５％減少したものの、８年連続で１万件を超えている。
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図表Ⅲ－４－１　労働組合数及び組合員数の推移（大阪府）

資料：大阪府商工労働部「おおさかの労働組合」。
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２　春季賃上げ

a 妥結状況

大阪府総合労働事務所が平成17年５月17日時点で妥

結している府内の653組合のうち、妥結額、平均賃金、

組合員数のすべてが明らかな476組合について集計を

行った結果、妥結額は、加重平均で5,198円（賃上げ

率1.72%）となり、前年を額で237円、率で0.06ポイン

トそれぞれ上回った。また、単純平均による妥結額は、

4,682円（賃上げ率1.66%）となり、前年を額で271円、

賃上げ率で0.09ポイントそれぞれ上回った（図表Ⅲ－
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図表Ⅲ－４－２　推定組織率の推移（全国・大阪府）

資料：大阪府商工労働部「おおさかの労働組合」。
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図表Ⅲ－４－３　産業別労働組合員数（大阪府　平成17年）

資料：大阪府商工労働部「おおさかの労働組合」。
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４－４）。

加重平均による妥結額・賃上げ率ともに２年連続で

前年を上回り、妥結額も３年ぶりに５千円台を回復し

た。

妥結額を産業別にみると、製造業が5,449円で前年

度を229円、非製造業が4,783円で前年を493円上回る

など、ともに前年の妥結額を上回る結果となった。賃

上げ率で全産業の平均賃上げ率（1.72％）を上回った

産業は、「出版・印刷・同関連」（1.96％）「医療、福

祉、教育、学習支援業」（1.90％）「一般機械器具」

（1.88％）「輸送用機械器具」（1.87％）「電気機械器具」

（1.86％）等で、下回ったものは「運輸業」（1.21％）

「プラスティック製品」（1.19％）等となり、産業別で

ばらつきがみられた（図表Ⅲ－４－５）。

また、妥結額を企業規模別にみると、「1,000人以上

（大手組合）」の妥結額を100とした場合、「300～999人

（中堅組合）」が85.5（対前年度比1.8ポイント増）、

「300人未満（中小組合）」が78.1（対前年度比2.7ポイ

ント増）となり、大手組合との妥結額の規模間格差は

中堅・中小組合ともに縮小する結果となった（図表

Ⅲ－４－６）。
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図表Ⅲ－４－４　春季賃上げ妥結額の推移（大阪府・全国）

資料：大阪府（大阪府商工労働部調）。
全国（厚生労働省調）。
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図表Ⅲ－４－５　産業別妥結状況（大阪府　加重平均）

資料：大阪府商工労働部調。
（注） 集計組合が１又は２の場合は、当該の個別情報を秘匿するために「ｘ」で表示しています。

また、秘匿した数字が差し引き計算により判明する場合には、さらに他の箇所を「ｘ」で表示しています。
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３　夏季・年末一時金

a 夏季一時金

大阪府総合労働事務所が平成17年７月１日時点で妥

結している府内の654組合のうち、妥結額、平均賃金、

組合員数のすべてが明らかな453組合について集計を

行った結果、妥結額は加重平均で72万8,119円（2.36カ

月）となり、前年を額で４万9,066円、支給月数で0.17

カ月上回った。また、単純平均では、60万4,422円

（2.10カ月）となり、前年を額で３万6,713円、支給月

数で0.12カ月上回った。

加重平均による集計結果では、４年ぶりに妥結額が

70万円台を回復するとともに、額・月数とも、対前年比

において３年連続のプラスとなった（図表Ⅲ－４－７）。

s 年末一時金

大阪府総合労働事務所が平成17年12月１日時点で妥

結している府内の713組合のうち、妥結額、平均賃金、

組合員数のすべてが明らかな492組合について集計を

行った結果、妥結額は加重平均で73万5,383円（2.38カ

月）となり、前年を額で１万8,972円、支給月数で0.07

カ月上回った。また、単純平均では、64万3,485円

（2.21カ月）となり、前年を額で３万6,014円、支給月

数で0.10カ月上回った。

加重平均による集計結果では、額、月数とも、対前

年比において３年連続のプラスとなった（図表Ⅲ－

４－８）。
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図表Ⅲ－４－６　企業規模別妥結状況（大阪府　加重平均）

資料：大阪府商工労働部調。
（注）（ ）は企業規模「1,000人以上」の妥結額を100とした場合の値。
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図表Ⅲ－４－７　夏季一時金妥結額の推移（全国・大阪府）

資料：大阪府（大阪府商工労働部調） 全国（厚生労働省調）。
（注） 大阪府の（ ）内数字は加重平均。

全国の数値は、中小・中堅企業（企業規模1000人未満）の数値（単純平均）。
全国数値の伸び率は、集計対象企業のうち、前年と比較できる企業についての前年比を算出したものであり、今回の集計対
象の妥結額と前回の集計企業の妥結額を単純に比較した前年比と一致しない。
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図表Ⅲ－４－８　年末一時金妥結額の推移（全国・大阪府）

資料：大阪府（大阪府商工労働部調） 全国（厚生労働省調）。
（注） 大阪府の（ ）内数字は加重平均。

全国の数値は、中小・中堅企業（企業規模1000人未満）の数値（単純平均）。
全国数値の伸び率は、集計対象企業のうち、前年と比較できる企業についての前年比を算出したものであり、今回の集計対
象の妥結額と前回の集計企業の妥結額を単純に比較した前年比と一致しない。

■各労働団体の動き

各労働団体は、景気回復基調が続く中、「雇

用確保と、企業における好業績の賃金・労働条

件への配分」を最大の課題とし、非正規労働者

の均等待遇実現や働くルールの確立などの活動

を展開した。

a 連合大阪

①大会における運動方針

連合大阪は、平成17年10月28日に開催した第12

回定期大会において、2006年から2007年度の運動

方針を決定した。運動の基調として、「経済のグ

ローバル化が急激な勢いで進行するとともに、パ

ート労働者等の不安定な雇用が拡大し、所得・生

活の二極化が大きく現れてきている社会状況への

対応」を運動方針の基本にするとしている。また、

連合大阪は、「労働組合の果すべき基本的な責務

である『働く者の雇用と生活を守る』」ため、

「『労働運動の改革・再生、活力ある豊かな大阪づ

くり』という労働運動（連合大阪結成）の原点に

立ち返り」、「大阪におけるローカルセンターであ

るとの自覚のもとに、『組織拡大、政策制度要求

の実現、中小・地場組合への支援、政治活動』等

の運動を府域・地域において推進し、運動団体と

しての役割と責任を果たしていく」とした。

運動推進の基本は、「労働者の共感を得る『政

策』の確立であり、『行動力』」であるとし、「挑

戦する連合大阪」「闘う連合大阪」を「不変のも

のとし、引き続き堅持していく。」としている。

さらに、重点運動として次の４点を掲げている。

ア）50万連合大阪に向けた組織拡大

イ）安定雇用・暮らし等の政策制度要求の実現

ウ）中小・地場の労働組合（企業）支援

エ）政治活動・選挙対策の取組みと社会運動の

強化

②主な活動内容

政策制度運動に関しては、大阪府をはじめ府内

各市町村に対して、予算編成に関する要請を行っ

た。また、「大阪雇用対策会議」では、３カ年計

画で実施した「12万人緊急雇用創出プラン」の終

了に伴い、今後の大阪の雇用状況の改善に向け、

就職・就労に支援を必要とする者を対象とした

「雇用・就労支援プログラム」の内容について確

認するとともに、公労使がより連携を深めながら

取組を進めること等を確認した。さらに、ワーク

ルールの確立に向け、パート労働者等の均等待遇

実現に向けた集会や国、府、市町村への要請等を

行った。

中小労働運動に関しては、春闘生活闘争の一環

として中小企業労働者やパート・派遣労働者等の
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賃金・労働条件の格差是正を課題とする取組みを

行った。

男女平等運動に関しては、「間接差別禁止」「同

一価値労働同一賃金実現」に向け、ＩＬＯ110号

条約・175号条約早期批准に向けた意見書採択の

取組み、「男女雇用機会均等法」の抜本改正への

取組み、「次世代育成支援対策推進法」に基づく

行動計画策定に向けた取組みを行うとともに、

「労働組合への女性参画促進連合大阪第三次行動

計画」を策定した。

社会運動関係では、「京都府への災害救援ボラ

ンティア派遣」、「台風・地震災害への義援金」と

して、連合京都、同兵庫、同新潟、同三重、同岐

阜に義援金を送るとともに、「アジア・アフリカ

支援米」を作り、食糧不足に苦しむ人々の支援を

行うほか、海外労組との交流等を行った。

s 大阪労連

①　大会における基本方針

大阪労連は、平成17年９月23日に開催した第31

回定期大会において、「憲法改悪と大増税計画の

阻止」「組織の拡大と強化」「賃金底上げ・パート

の均等待遇・公契約の実現」「労働契約法制反対、

男女雇用機会均等法を男女雇用平等法に」という

スローガンのもとに、国民総決起型の運動を追求

するとして、次の点を具体的な課題として掲げ、

取組んだ。

ア）賃金格差と成果主義賃金を許さない賃金闘

争　イ）パート・派遣・請負労働者の大幅賃上げ

と均等待遇の実現、ウ）最低賃金引き上げと全国

一律最低賃金の実現、エ）公契約法（条例）制定

をめざす運動の強化、オ）男女雇用平等法実現、

カ）労働契約法制阻止、労働時間短縮のたたかい、

キ）「指定管理者制度」など自治体民営化反対の

たたかい、ク）社会保障拡充とサラリーマン大増

税反対、ケ）「戦争する国づくり」への道をスト

ップさせるための取組みなど。

②　主な活動内容

賃金底上げ運動では、「誰でも１万円以上の賃

上げ」を掲げるとともに、時間給で働くすべての

労働者の賃金を「時給を1,000円以上」に引上げ

ることをめざした宣伝や申し入れを行った。

パートタイム労働者等の均等待遇実現をめざす

取組みでは「均等待遇めざす単組の取組み状況ア

ンケート」を行い、実態の把握に努めた。

憲法改悪阻止の運動では、「大阪労連憲法改悪

阻止闘争本部委員会」を中心として、学習会の開

催や署名活動などに取組んだ。

組織拡大・強化の推進としては、非正規労働者

や青年労働者の組織化に重点を置き、組織拡大月

間を設けて新規組合結成や組合員の新規加盟など

の実現に取組んだ。

労働契約法制反対・男女雇用平等法実現のたた

かいでは、委員会を立ち上げ、「職場実態アンケ

ート」の実施などに取組んだ。

また、大阪府に対しては、「女性施策にかかわ

る要請書」、「争議の早期解決支援を求める要請

書」、「公契約における公正な賃金等労働条件確保

に関する要請書」等の要求提出がなされた。

d 大阪全労協

①　大会における基本方針

平成17年７月23日に第16回定期大会を開催し、

「昨年から独自活動と確認したゆうメイトの組織

化と全労協護法労組の闘いを今後も重点課題とし

て取り組むこと」、「ＪＲ尼崎事故の本質的な原因

（民営化による利益第一主義）を明らかにするこ

と」などを決定した。

②　主な活動内容

前述の取組みのほか、大阪電通合同労組が行う

ＮＴＴの合理化反対の闘い、大阪教育合同労組が

行う臨時講師の雇用継続の闘い、ゼネラルユニオ

ンが行う外国人講師の雇い止めや社会保険未加入

問題のたたかいなどを支援するとともに、おおさ

かユニオンネットワークともに争議組合の支援、

反戦の闘い、教科書採択など社会的な課題に対す

る取組みを行った。

■春季賃上げ時の労使の主張

連合は、2005春季生活闘争を「危機的状況にあ

ったマクロ経済の回復過程における取り組み」と

位置づけ、「マクロの分配是正、とりわけ、家計

への適正な所得移転の実現と低所得者への対応強

化のため、労働者全体の労働諸条件底上げと交渉
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結果の波及を目指す。」とし、次の４つのミニマ

ム運動課題（すべての組合が取組む課題）を設定

した。

①「賃金カーブの確保」と賃金カーブ維持分の労

使確認

②規模間や男女間の格差是正、均等待遇の実現に

向けた継続的な取組み

③全従業員対象の企業内最低賃金の協定化

④労働時間管理の協定化

賃金改定への取組みとしては、「すべての組合

は、賃金カーブの確保とカーブ維持分の労使確認

に取り組む。特に、情勢変化を前向きに捉え、可

能な限り積極的に純ベアを要求し、その獲得を目

指す。」とした。また、「規模間格差の拡大傾向に

歯止めをかけ、賃金の底上げを図るため、中小・

地場共闘を強化する。」とし、格差是正のための

水準目標値を「35歳所定内賃金230,000円以上」

とし、さらに、賃上げ目安として、「①賃金カー

ブの算定が可能な組合は『賃金カーブの確保とカ

ーブ維持分の労使確認＋500円（格差是正分）』、

②賃金カーブ維持分の算定が困難な組合は

『5,700円＝5,200円（賃金カーブの確保相当額）＋

500円（格差是正分）』」とした。

また、パート労働者等の待遇改善として、「時

間当たり賃金の10円以上引上げに取組む」とし、

さらに、「すべての組合は、パート労働者を含む

全従業員対象の企業内最低賃金協定（時間額表

示・到達目標840円以上、最低到達目標790円以上）

の締結と改善を図る」等とした。

次に、全労連は、統一要求目標で①賃金底上げ

要求として、「誰でも・どこでも月額10,000円以

上引上げる。」、②日給・時間給で働く労働者の要

求として、「誰でも・どこでも時間額50円以上引

上げる。」③「最低賃金を時給1,000円以上、日額

7,400円以上、月額150,000円以上とする。」等とし

た。

一方、日本経団連が発表した「2005年版経営労

働政策委員会報告」によると、経営者側の基本姿

勢として、前年の「ベースダウンもあり得る」と

いう表現から一転し、「業績の回復がみられる企

業は働く人の努力に対して積極的に報いる必要が

あろう。」とした。しかし、企業経営の中長期的

な見通しが立ちにくくなっていることから、長期

的な固定経費の増加につながるベースアップは基

本的に困難とし、「その方法はもっぱら賞与への

適正な反映でなければならない。」とする一方で、

「個別企業において各労使の責任のもとで水準を

引き上げることは、それぞれの判断において自由

である。」とした。春闘の意義について、２年前

から継続し、「『春闘』はすでに終焉した。今後は、

春季の労使討議の場として『春討』が継続・発展

することに期待したい。」との見解を示している。
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４　大阪府労働委員会の動き

a 調整事件

①概説

平成17年に新規に係属した調整事件数は55件で、前

年より10件の増加となった。

労働争議の調整機能としては「あっせん」「調停」「仲

裁」の三つに分かれるが、平成17年は、全てが簡易な

調整制度である「あっせん」（前年比11件増）であった。

また、取扱件数は、前年からの繰越件数５件と併せ

て60件であり、終結件数は49件で、11件が翌年に繰越

しとなった（図表Ⅲ－４－９）。

②当事者

新規係属した調整事件を申請者別にみると、「組合

側申請」が54件、「使用者側」申請が１件であった。

次に、企業規模別にみると、例年と同様、従業員

「300人未満」が41件（74.5％）と多数を占めている

（図表Ⅲ－４－10）。

また、産業分類別にみると、「運輸業」が11件

（20.0％）、次いで「製造業」が９件（16.4％）、「教育，

学習支援業」が８件（14.5％）と続いている（図表

Ⅲ－４－11）。

平成15年 平成16年 平成17年 

件数 比率（%） 件数 比率（%） 件数 比率（%） 

25 

7 

8 

5 

4 

2 

7 

1 

59

42.4 

11.9 

13.6 

8.5 

6.8 

3.4 

11.9 

1.7 

100.0

17 

7 

11 

2 

3 

3 

1 

1 

45

37.8 

15.6 

24.4 

4.4 

6.7 

6.7 

2.2 

2.2 

100.0

22 

8 

11 

3 

3 

1 

7 

0 

55

40.0 

14.5 

20.0 

5.5 

5.5 

1.8 

12.7 

0.0 

100.0 

区　　　分 

49人以下 

50人～99人 

100人～299人 

300人～499人 

500人～999人 

1,000人～1,999人 

2,000人～4,999人 

5,000人以上 

合　　　　　　　計 

図表Ⅲ－４－10 企業規模別申請件数（大阪府）

資料：大阪府労働委員会調。

平成15年 平成16年 平成17年 

件数 比率（%） 件数 比率（%） 件数 比率（%） 

5 

59 

64 

58 

6

7.8 

92.2 

100.0 

90.6 

9.4

6 

45 

51 

46 

5

11.8 

88.2 

100.0 

90.2 

9.8

5 

55 

60 

49 

11

8.3 

91.7 

100.0 

81.7 

18.3

区　　　分 

前年からの繰越件数 

新 規 申 請 件 数  

合 　 　 　 計  

終 　 結 　 件 　 数  

翌年への繰越件数 

図表Ⅲ－４－９　調整事件取扱状況の推移（大阪府）

資料：大阪府労働委員会調。
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③事件内容

新規の調整事件の内容を事項別にみると（１件の申

請で複数の内容にわたるものがあるため、申請件数と

は一致しない）、「賃金等」に関するものが33件

（34.0％）と最も多く、次いで、「経営・人事」が22件

（22.7％）、「団交促進」が20件（20.6％）などとなって

いる。

また、申請件数１件当たりの調整事項数は1.8項目

で、前年（1.7項目）より若干増加している（図表

Ⅲ－４－12）。

平成15年 平成16年 平成17年 

件数 比率（%） 件数 比率（%） 件数 比率（%） 

1 

0 

0 

1 

1 

2 

7 

11 

0 

1 

3 

7 

1 

11 

6 

1 

0 

2 

5 

10 

0 

11 

0 

59

1.7 

0.0 

0.0 

1.7 

1.7 

3.4 

11.9 

18.6 

0.0 

1.7 

5.1 

11.9 

1.7 

18.6 

10.2 

1.7 

0.0 

3.4 

8.5 

16.9 

0.0 

18.6 

0.0 

100.0

1 

0 

3 

1 

0 

0 

3 

7 

1 

0 

2 

6 

2 

10 

4 

1 

0 

1 

3 

5 

1 

10 

1 

45

2.2 

0.0 

6.7 

2.2 

0.0 

0.0 

6.7 

15.6 

2.2 

0.0 

4.4 

13.3 

4.4 

22.2 

8.9 

2.2 

0.0 

2.2 

6.7 

11.1 

2.2 

22.2 

2.2 

100.0

2 

0 

0 

2 

0 

1 

6 

9 

0 

3 

1 

5 

5 

11 

7 

3 

0 

1 

5 

8 

0 

6 

0 

55

3.6 

0.0 

0.0 

3.6 

0.0 

1.8 

10.9 

16.4 

0.0 

5.5 

1.8 

9.1 

9.1 

20.0 

12.7 

5.5 

0.0 

1.8 

9.1 

14.5 

0.0 

10.9 

0.0 

100.0

区　　　分 

建 設 業   

繊 維 ・ 衣 料  

印 刷  

化 学  

金 属 製 品  

機 械 器 具  

そ の 他  

小 　 　 　 計  

電気･ガス･熱供給･水道業  

情 報 通 信 業   

道 路 旅 客 運 送  

道 路 貨 物 運 送  

そ の 他  

小 　 　 　 計  

卸 売 ・ 小 売 業   

金 融 ・ 保 険 業   

不 動 産 業   

飲 食 店 、 宿 泊 業   

医 療 、 福 祉   

教 育 、 学 習 支 援 業   

複 合 サ ー ビ ス 事 業   

サ ー ビ ス 業   

そ 　 の 　 他 　 ※   

合 　 　 　 計   

製
　
 
造
　
 
業
 

運
　
輸
　
業
 

図表Ⅲ－４－11 産業分類別申請件数（大阪府）

資料：大阪府労働委員会調。
※その他は、農業、林業、漁業、鉱業、公務、分類不能の産業の合計とする。
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平成15年 平成16年 平成17年 

件数 比率（%） 件数 比率（%） 件数 比率（%） 

5 

4 

2 

6 

4 

3 

13 

1 

2 

29 

2 

2 

0 

1 

4 

9 

1 

0 

3 

4 

15 

9 

32 

2 

25 

2 

5 

115

4.3 

3.5 

1.7 

5.2 

3.5 

2.6 

11.3 

0.9 

1.7 

25.2 

1.7 

1.7 

0.0 

0.9 

3.5 

7.8 

0.9 

0.0 

2.6 

3.5 

13.0 

7.8 

27.8 

1.7 

21.7 

1.7 

4.3 

100.0

0 

1 

1 

5 

4 

2 

7 

5 

1 

24 

1 

1 

0 

0 

4 

6 

2 

0 

0 

1 

12 

7 

22 

0 

18 

0 

0 

72

0.0 

1.4 

1.4 

6.9 

5.6 

2.8 

9.7 

6.9 

1.4 

33.3 

1.4 

1.4 

0.0 

0.0 

5.6 

8.3 

2.8 

0.0 

0.0 

1.4 

16.7 

9.7 

30.6 

0.0 

25.0 

0.0 

0.0 

100.0

3 

0 

1 

2 

9 

9 

6 

7 

0 

33 

0 

1 

0 

0 

5 

6 

0 

0 

0 

4 

11 

7 

22 

0 

20 

2 

10 

97

3.1 

0.0 

1.0 

2.1 

9.3 

9.3 

6.2 

7.2 

0.0 

34.0 

0.0 

1.0 

0.0 

0.0 

5.2 

6.2 

0.0 

0.0 

0.0 

4.1 

11.3 

7.2 

22.7 

0.0 

20.6 

2.1 

10.3 

100.0

区　　　分 

組 合 承 認 ・ 組 合 活 動   

協 約 締 結 ・ 全 面 改 定   

協 約 効 力 ・ 解 釈   

賃 金 増 額  

一 時 金  

諸 手 当  

その他賃金に関する事項 

退 職 一 時 金・年 金  

解 雇 手 当・休 業 手 当  

小 　 　 　 計  

労 働 時 間  

休 日 ・ 休 暇  

作 業 方 法 の 変 更  

定 年 制  

そ の 他 の 労 働 条 件  

小 　 　 　 計  

事 業 休 廃 止・縮 小  

企 業 合 併・営 業 譲 渡  

人 員 整 理  

配 置 転 換  

解 雇  

そ の 他 経 営 人 事  

小 　 　 　 計  

福 利 厚 生   

団 交 促 進   

事 前 協 議 制   

そ 　 の 　 他   

合 　 　 　 計   

賃
　
金
　
等
 

給
与
以
外
の
労
働
条
件
 

経

営

・

人

事
 

図表Ⅲ－４－12 調整事項別申請件数（大阪府）

資料：大阪府労働委員会調。
（注） １件の申請で複数の内容にわたるものがあるため、本表の合計は申請件数と一致しない。
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④終結状況

終結状況についてみると、平成17年中に終結した調

整事件は、前年の繰り越しを含め49件であり、これを

終結態様別にみると、「取下げ」が23件（46.9％）、

「調整による解決」が22件（44.9％）、「不調・打切り」

が４件（8.2％）となっている。

また、実際に調整を行った事件について、その解決

率をみると、平成17年は84.6％であり、前年（73.1％）

を11.5ポイント上回った（図表Ⅲ－４－13）。

s 審査事件

①概要

平成17年に不当労働行為（労働組合法第７条違反）

として救済申立てのあった事件（審査事件）数は56件

で、前年（71件）より15件の減少となった。

また、同年中の取扱件数は前年からの繰越し152件

と併せて208件であり、終結件数は99件で、109件が翌

年に繰越しとなった（図表Ⅲ－４－14）。

②当事者

新規申立てのあった審査事件を申立人別にみると、

56件中、「組合」が53件（94.6％）、「組合・個人連名」

が３件（5.4％）となっている。

次に、企業規模別にみると、例年と同様、従業員

「300人未満」が32件（57.1％）と多数を占めている

（図表Ⅲ－４－15）。

平成15年 平成16年 平成17年 

82.1% 73.1% 84.6%

件数 比率（%） 件数 比率（%） 件数 比率（%） 

28 

2 

23 

5 

0 

58

48.3 

3.4 

39.7 

8.6 

0.0 

100.0

18 

2 

19 

7 

0 

46

39.1 

4.3 

41.3 

15.2 

0.0 

100.0

21 

2 

22 

4 

0 

49

42.9 

4.1 

44.9 

8.2 

0.0 

100.0

区　　　分 

調整開始前取下げ 

調整開始後取下げ 

調整による解決（Ａ） 

不 調・打 切り（Ｂ） 

不 　 　 開 　 　 始  

合 　 　 　 計  

解決率（Ａ／Ａ＋Ｂ） 

図表Ⅲ－４－13 調整事件終結状況の推移（大阪府）

資料：大阪府労働委員会調。

平成15年 平成16年 平成17年 

件数 比率（%） 件数 比率（%） 件数 比率（%） 

196 

92 

288 

104 

184

68.1 

31.9 

100.0 

36.1 

63.9

184 

71 

255 

103 

152

72.2 

27.8 

100.0 

40.4 

59.6

152 

56 

208 

99 

109

73.1 

26.9 

100.0 

47.6 

52.4

区　　　分 

前年からの繰越件数 

新 規 申 立 件 数  

合 計（ 取扱件数 ） 

終 結 件 数  

翌年への繰越件数 

図表Ⅲ－４－14 審査事件取扱状況の推移（大阪府）

資料：大阪府労働委員会調。
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また、産業分類別にみると、「製造業」が12件

（21.4％）と最も多く、次いで「運輸業」が10件

（17.9％）、「医療，福祉」が８件（14.3％）、「卸売・小

売業」、「教育，学習支援業」、「サービス業」が各６件

（10.7％）と続いている（図表Ⅲ－４－16）。

③事件内容

新規の審査事件を労働組合法第７条の各号別にみる

と（１件の申立てで各号にわたるものがあるため、合

計は申立件数と一致しない）、１号事件（組合活動を

理由とする不利益取扱い等）24件（25.0％）では、２

号事件（団体交渉拒否）が44件（45.8％）、３号事件

（労働組合の結成・運営に関する支配介入等）27件

（28.1％）、４号事件（不当労働行為救済申立て等を理

由とした不利益取扱い）が１件（1.0％）となってい

る（図表Ⅲ－４－17）。

また、具体的内訳を見ると、１号事件では、組合員

であることによる不利益取扱い（解雇を除く）が13件

で大半を占め、３号事件では、「組合運営」に対する

使用者の支配介入25件が最も多い（図表Ⅲ－４－18）。

④終結状況

終結状況についてみると、取扱件数208件のうち、

平成17年中に終結した審査事件数は99件で、終結率

（取扱件数に占める終結件数の割合）は47.6％となっ

た。

また、終結態様別にみると、「取下げ」（申立人の都

合で取り下げられたもの）16件（16.2％）、「関与和解」

（労働委員会の関与により和解したもの）30件

（30.3％）、「無関与和解」（当事者間で自主的に解決し

たもの）10件（10.1％）、「命令・決定」（救済若しく

は棄却決定又は却下決定が交付されたもの）により終

結した事件数は43件（43.4％）で、その内訳は、「全

部救済」が19件（19 .2％）、「一部救済」が11件

（11.1％）、「棄却」が10件（10.1％）、「却下」が３件

（3.0％）となっている。（図表Ⅲ－４－19）

「命令・決定」による終結件数の43件には併合事件

が含まれるため、実際に命令書を交付した件数は28件

となっている。これら28件のうち、平成17年中に中央

労働委員会へ再審査が申し立てられたものが20件、行

政訴訟が提起されたものが２件、再審査申立て及び行

政訴訟提起がなされず大阪府労働委員会の命令が確定

したもの（再審査申立て及び行政訴訟提起の期間中の

ものを含む）が７件であった。なお、再審査申立て及

び行政訴訟ともになされたものが１件あった。

５　労働相談

大阪府商工労働部に寄せられた労働者や事業主など

からの労働相談の状況をみると、平成17年度は１万

1,713件で前年に比べ608件、4.9％減となったが、８年

連続で１万件を超えた（図表Ⅲ－４－20）。

内容についてみると、「解雇された」「労働契約」

「賃金を払ってくれない」といった『労働条件』に関

する相談が7,353件（構成比62.8％）と最も多く、次い

平成15年 平成16年 平成17年 

件数 比率（%） 件数 比率（%） 件数 比率（%） 

32 

13 

13 

7 

4 

5 

16 

2 

92

34.8 

14.1 

14.1 

7.6 

4.3 

5.4 

17.4 

2.2 

100.0

25 

7 

15 

3 

5 

3 

8 

5 

71

35.2 

9.9 

21.1 

4.2 

7.0 

4.2 

11.3 

7.0 

100.0

12 

11 

9 

1 

6 

4 

6 

7 

56

21.4 

19.6 

16.1 

1.8 

10.7 

7.1 

10.7 

12.5 

100.0

区　　　分 

49人以下 

50人～99人 

100人～299人 

300人～499人 

500人～999人 

1,000人～1,999人 

2,000人～4,999人 

5,000人以上 

合　　　　　　　計 

図表Ⅲ－４－15 企業規模別申立件数（大阪府）

資料：大阪府労働委員会調。



201

第

４

章 

平成15年 平成16年 平成17年 

件数 比率（%） 件数 比率（%） 件数 比率（%） 

4 

0 

1 

0 

0 

5 

15 

21 

0 

4 

3 

8 

2 

13 

13 

2 

2 

1 

6 

11 

1 

11 

3 

92

4.3 

0.0 

1.1 

0.0 

0.0 

5.4 

16.3 

22.8 

0.0 

4.3 

3.3 

8.7 

2.2 

14.1 

14.1 

2.2 

2.2 

1.1 

6.5 

12.0 

1.1 

12.0 

3.3 

100.0

3 

0 

0 

0 

0 

8 

10 

18 

0 

3 

4 

7 

2 

13 

10 

1 

0 

1 

4 

2 

2 

11 

3 

71

4.2 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

11.3 

14.1 

25.4 

0.0 

4.2 

5.6 

9.9 

2.8 

18.3 

14.1 

1.4 

0.0 

1.4 

5.6 

2.8 

2.8 

15.5 

4.2 

100.0

1 

0 

0 

0 

0 

0 

12 

12 

0 

2 

6 

2 

2 

10 

6 

0 

1 

1 

8 

6 

1 

6 

2 

56 

1.8 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

21.4 

21.4 

0.0 

3.6 

10.7 

3.6 

3.6 

17.9 

10.7 

0.0 

1.8 

1.8 

14.3 

10.7 

1.8 

10.7 

3.6 

100.0

区　　　分 

建 設 業   

繊 維 ・ 衣 料  

印 刷  

化 学  

金 属 製 品  

機 械 器 具  

そ の 他  

小 　 　 　 計  

電気･ガス･熱供給･水道業  

情 報 通 信 業   

道 路 旅 客 運 送  

道 路 貨 物 運 送  

そ の 他  

小 　 　 　 計  

卸 売 ・ 小 売 業   

金 融 ・ 保 険 業   

不 動 産 業   

飲 食 店 、 宿 泊 業   

医 療 、 福 祉   

教 育 、 学 習 支 援 業   

複 合 サ ー ビ ス 事 業   

サ ー ビ ス 業   

そ 　 の 　 他 　 ※   

合 　 　 　 計   

製
　
 
造
　
 
業
 

運
　
輸
　
業
 

図表Ⅲ－４－16 産業分類別申請件数（大阪府）

資料：大阪府労働委員会調。
※その他は、農業、林業、漁業、鉱業、公務、分類不能の産業の合計とする。

平成15年 平成16年 平成17年 

56 

70 

50 

6 

182

30.8 

38.5 

27.5 

3.3 

100.0

40 

45 

37 

3 

125

32.0 

36.0 

29.6 

2.4 

100.0

24 

44 

27 

1 

96

25.0 

45.8 

28.1 

1.0 

100.0

区　　　分 

１　　　号 

２　　　号 

３　　　号 

４　　　号 

合　　　計 

件数 比率（%） 件数 比率（%） 件数 比率（%） 

図表Ⅲ－４－17 労働組合法第７条各号別申立件数

資料：大阪府労働委員会調。
（注） １件の申立てで多くの内容にわたるものがあるため、本表の申立件数は他表の申立件数と一致しない。
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平成15年 平成16年 平成17年 

件数 比率（%） 件数 比率（%） 件数 比率（%） 

12 

3 

1 

0 

31 

6 

1 

3 

0 

70 

0 

50 

0 

6 

183

6.6 

1.6 

0.5 

0.0 

16.9 

3.3 

0.5 

1.6 

0.0 

38.3 

0.0 

27.3 

0.0 

3.3 

100.0

11 

2 

1 

0 

23 

6 

2 

1 

0 

45 

1 

36 

0 

3 

131

8.4 

1.5 

0.8 

0.0 

17.6 

4.6 

1.5 

0.8 

0.0 

34.4 

0.8 

27.5 

0.0 

2.3 

100.0

2 

0 

0 

2 

13 

7 

0 

3 

0 

44 

3 

25 

0 

1 

100

2.0 

0.0 

0.0 

2.0 

13.0 

7.0 

0.0 

3.0 

0.0 

44.0 

3.0 

25.0 

0.0 

1.0 

100.0

1号 

解
　
　
雇
 

そ
の
他
不
利
益
取
扱
い
 

2号 

4号 

3号 

区分 

合　　　　　　計 

組合員であること 

組　合　加　入  

組　合　結　成  

組　合　活　動  

組合員であること 

組　合　加　入  

組　合　結　成  

組　合　活　動  

黄　 犬　 契　 約 

団 体 交 渉 拒 否 

組　合　結　成  

組　合　運　営  

経 費 上 の 援 助 

支
配
介
入
 

不 当 労 働 行 為 救 済 申 立 て  
等 に か か る 不 利 益 取 扱 い  

図表Ⅲ－４－18 労働組合法第７条各号内容別申立件数

資料：大阪府労働委員会調。
（注） １件の申立てで多くの内容にわたるものがあるため、本表の申立件数は他表の申立件数と一致しない。

また、同理由により、本表における各号別の合計件数についても、図表Ⅲ－４－17と一致しない。

平成15年 平成16年 平成17年 

件数 比率（%） 件数 比率（%） 件数 比率（%） 

0 

2 

18 

28 

21 

49 

7 

11 

17 

35 

104

0.0 

1.9 

17.3 

26.9 

20.2 

47.1 

6.7 

10.6 

16.3 

33.7 

100.0

0 

2 

7 

26 

13 

39 

12 

13 

30 

55 

103

0.0 

1.9 

6.8 

25.2 

12.6 

37.9 

11.7 

12.6 

29.1 

53.4 

100.0

0 

3 

16 

30 

10 

40 

19 

11 

10 

40 

99

0.0 

3.0 

16.2 

30.3 

10.1 

40.4 

19.2 

11.1 

10.1 

40.4 

100.0

和
解
 

命
令
 

区分 

移　　　　　　 送 

却　　　　　　 下 

取　　 下　 　げ 

関　 与　 和　 解 

無 　 関 　 与 　 和 　 解  

小 　 　 　 計  

全　 部　 救 　済 

一　 部　 救　 済 

棄　　　　　　 却 

小 　 　 　 計  

合   計   （Ａ）  

288 255 208

36.1% 40.4% 47.6%

取 扱 件 数 （B）   

終  結  率 （A／B）   

図表Ⅲ－４－19 終結態様別終結件数（大阪府）

資料：大阪府労働委員会調。
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で「雇用保険（失業給付）等について知りたい」とい

った『勤労者福祉』に関する相談が967件（同8.3％）

となっており、厳しい労働環境や、雇用形態の多様化

を反映した相談が多くなっている。なお、職場におけ

るセクシャル・ハラスメントに関する相談は、482件

（同4.1％）となっている（図表Ⅲ－４－21）。

就労状況別にみると、正規社員が6,292件（構成比

53.7％）と最も多く、次いでパート・アルバイトが

1,891件（同16.1％）、使用者又は管理者が1,558件（同

13.3％）となっている。また、非正規社員では、派遣

労働者、契約社員からの相談が増加した（図表Ⅲ－

４－22）。

事業所規模別にみると、10人未満が1,638件（構成

比14.0%）、10～29人が1,222件（10.4%）、30～99人が

1,388件（同11.9％）、100～299人が814件（同6.9％）、

300人以上が1,815件（同15.5％）となり、300人未満の

10,319 

11,414 
11,719 

12,321 

11,713 

9,000 

9,500 

10,000 

10,500 

11,000 

11,500 

12,000 

12,500 

平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 

（件） 

図表Ⅲ－４－20 年間労働相談件数の推移（大阪府）

資料：大阪府商工労働部調。

その他 
1,806件（15.4%） 

労働条件に関すること 
7,353件（62.8%） 
 

勤労者福祉に関すること 
967件（8.3%） 
 

労働組合及び労使関係に 
関すること　734件（6.3%） 
 

セクシャル・ハラスメントに 
関すること　482件（4.1%） 
 

雇用に関すること 
363件（3.1%） 
 

職業能力開発に 
関すること 　8件（0.1%） 
 

図表Ⅲ－４－21 平成17年度労働相談の内容（大阪府）

資料：大阪府商工労働部調。
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企業で5,062件（同43.2％）と規模の小さな企業の相談

が多くを占めている。

また、これを前年と比較すると、300人未満で914件

減、300人以上が59件減と、規模の小さな事業所の相

談が減少した。（図表Ⅲ－４－23）。

912 

9,407 

5,892 

2,734 

2,004 

297 

433 

428 

353 

10,319

8.8% 

91.2% 

57.1% 

26.5% 

19.4% 

2.9% 

4.2% 

4.1% 

3.4% 

100.0%

1,172 

10,242 

6,302 

3,133 

2,350 

302 

481 

651 

156 

11,414

10.3% 

89.7% 

55.2% 

27.4% 

20.6% 

2.6% 

4.2% 

5.7% 

1.4% 

100.0%

1,683 

10,036 

6,163 

2,933 

1,990 

320 

623 

765 

175 

11,719

14.4% 

85.6% 

52.6% 

25.0% 

17.0% 

2.7% 

5.3% 

6.5% 

1.5% 

100.0%

1,873 

10,448 

6,473 

3,128 

2,108 

414 

606 

711 

136 

12,321

15.2% 

84.8% 

52.5% 

25.4% 

17.1% 

3.4% 

4.9% 

5.8% 

1.1% 

100.0%

1,558 

10,155 

6,292 

3,014 

1,891 

442 

681 

768 

81 

11,713

13.3% 

86.7% 

53.7% 

25.7% 

16.1% 

3.8% 

5.8% 

6.6% 

0.7% 

100.0%

平成13年度  平成14年度  平成15年度  平成16年度  平成17年度  

使 用 者 側 

労 働 者 側 

正 規 社 員 

非正規社員 

 

 

 

そ　の　他※１ 

無　　　職 

パート・アルバイト 

派 遣 労 働 者  

契 約 社 員  

合 　 　 計 

図表Ⅲ－４－22 就労状況別労働相談件数の推移（大阪府）

資料：大阪府商工労働部調。
※１　就労状況未確認の者、請負契約など。

平成13年度 

平成14年度 

平成15年度 

平成16年度 

平成17年度 

10,319 

11,414 

11,719 

12,321 

11,713

3,672 

3,410 

3,481 

3,197 

2,860

－ 

－ 

－ 

1,687 

1,638

－ 

－ 

－ 

1,510 

1,222

1,420 

1,257 

1,642 

1,590 

1,388

713 

974 

925 

1,189 

814

690 

1,379 

1,393 

1,874 

1,815

3,824 

4,394 

4,278 

4,471 

4,836

その他 300人以上 100～299人 30～99人 
10～29人 10人未満 

合　計 
30人未満 

図表Ⅲ－４－23 規模別労働相談件数の推移（大阪府）

資料：大阪府商工労働部調。


